
歳　入
74億1,525万
3千円

自主財源　　
 19億9,848万円

（27.0％）
依存財源

45億1,677万3千円
（73.0％）

町税 11億7,974万3千円（15.9％）

寄附金（0.3％）
財産収入（0.2％）
繰入金（0.1％）
4,377万5千円

諸収入　3億851万2千円
　　　　（4.2％）

使用料及び手数料 
7,815万3千円（1.1％）

繰越金　3億1,359万1千円
　　　　（4.2％）

分担金及び負担金
7,470万6千円（1.0％）

地方交付税
26億5,005万円（35.7％）

町債
7億4,380万円
　（10.0％）

県支出金
4億7,460万7千円
（6.4％）

地方譲与税
1億853万2千円（1.5％）

国庫支出金
12億4,719万8千円
（16.8％）

地方消費税交付金
1億4,431万8千円（1.9％）

自動車取得税交付金
2,048万5千円（0.3％）

地方特例交付金
2,033万8千円（0.3％）

利子割交付金
407万2千円（0.1％）

交通安全対策特別交付金　160万4千円
配当割交付金　138万4千円
株式等譲渡所得割交付金　38万5千円

平成 22年度平成 22年度

平
成
22
年
度
の
決
算
が
ま
と
ま
り
、
9
月
議
会

定
例
会
に
お
い
て
承
認
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
町

が
昨
年
度
に
行
っ
た
主
な
事
業
と
一
般
会
計
の

歳
入
・
歳
出
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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６
２
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５
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．
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２
５
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３
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６
億
１
２
万
２
千
円
、
２
８
．
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６
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．
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３
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付
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。
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８
８
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域
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事
等
を
行
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ま
し
た
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、
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介
護
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設
「
な
で

事
等
を
行
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ま
し
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介
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公
共
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
面
で
は
、
道
路
維
持
修
繕
を
行
う
一
方
で
、
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台
の
購
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福
沢
・

台
の
購
入
や
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福
沢
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小
島
の
旧
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学
校
の
跡
地
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行
い
ま
し
た
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島
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に
大
幅
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　投資的経費
18億1,198万9千円
　（25.4％）

人件費
11億6,969万3千円
（16.4％）

公債費
7億3,183万6千円
（10.3％）

普通建設事業費
17億1,782万8千円（24.1％）

災害復旧事業費
9,416万1千円（1.3％）

物件費
9億4,727万4千円
（13.3％）

補助費等
7億4,071万円
（10.4％）

繰出金
7億6.379万3千円
（10.7％）

維持補修費
4,032万6千円（0.5％）

その他　4億255万3千円（5.6％）
・積立金
・投資及び出資金

71億3,836万
8千円

24億
3,172万
3千円

（34.1％）

義務的経費

28億
9,465万
6千円
（40.5％）

その他の経費

歳　出

扶助費
5億3,019万4千円
（7.4％）

特 別 会 計 名 歳 入 歳 出 形 式 収 支

国保会計 ( 事業勘定 ) 17億590万6千円 16億6,391万9千円 4,198万7千円

国保会計 ( 診療施設勘定 ) 444万円 444万円 0円

老人保健会計 552万5千円 552万5千円 0円

介護保険会計 13億8,303万5千円 13億7,030万4千円 1,273万1千円

後期高齢者医療会計 1億5,974万9千円 1億5,908万4千円 66万5千円

奨学資金会計 2,790万9千円 2,670万円 120万9千円

簡易水道会計 991万7千円 753万2千円 238万5千円

工業団地造成事業会計 1億5,689万2千円 1億5,689万2千円 0円

特別会計平成22年度
特定の事業については、より収支を明確にするために

一般会計とは別に会計項目を設けて

います。特別会計の決算は次の表のとおりです。

※水道事業会計については、より経営状況
を明確にするため、損益計算書（消費税抜

き）

による額としました。

特 別 会 計 名 歳 入 歳 出 形 式 収 支

小島財産区会計 47万2千円 10万1千円 37万1千円

飯坂財産区会計 900万2千円 17万7千円 882万5千円

大綱木財産区会計 36万5千円 8万5千円 28万円

小綱木財産区会計 133万2千円 7万6千円 125万6千円

山木屋財産区会計 17万2千円 11万5千円 5万7千円

水 道 事 業 会 計 事 業 収 益 事 業 費 用 経 常 利 益

損益計算書（税抜き） 2億3,138万4千円 1億9,247万5千円 3,733万8千円
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．
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．
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平
成
22
年
度 「資金不足比率」及び「健全化判断比率」の公表

　平成 19 年度から、新しい財政指標を算定し監査委員の審査を受け、その意見を付して議会に報告する
とともに公表することが義務付けられました。
　一般会計については、下表①から④までの指標、公営企業会計は資金不足比率を算定しています。前年
度と比べ実質公債費比率は 1.1 ポイント、将来負担比率も 19.7 ポイント改善されており、町の財政は健全
化の方向に推移しています。

（単位：％）
区 分 川俣町の健全化判断比率 増減 早期健全化基準

①実質赤字比率 － － － 15.0

②連結実質赤字比率 － － － 20.0

③実質公債費比率 9.2 10.3 ▲ 1.1 25.0

④将来負担比率 42.0 61.7 ▲ 19.7 350.0

※実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合は、「－」で表示

①実質赤字比率……一般会計等の実質収支の合
計が赤字となった場合、標準財政規模に対する
赤字額の割合（家庭に例えれば、年収に占める
年間の赤字の割合）。
②連結実質赤字比率……一般会計、特別会計の
実質収支額、公営企業の資金剰余（不足）額の
合計が赤字となった場合、標準財政規模に対す
る赤字額の割合。

※ 1
③実質公債費比率……一般会計等が負担する元
利償還金および準元利償還金の標準財政規模に
対する割合の 3か年平均値（家庭に例えれば、
年収に占める年間の借金返済額の割合）。
④将来負担比率……一般会計等が将来負担すべ
き実質的な負債の標準財政規模に対する割合
（家庭に例えれば、負債残高が年収の何年分に
相当するかを示した割合）。

平成 22年度決算に基づく資金不足比率

H22 H21
特別会計の名称

川俣町の資金不足比率
増減 経営健全化基準

水道事業会計 － － － 20.0

簡易水道事業
特別会計 － － － 20.0

工業団地造成事業
特別会計 ー ー ー 20.0

※資金不足がない場合は、「－」で表示

【各公営企業の資金不足額が事業規模に対しての割合】

※ 1 標準財政規模…標準税収入額（町税、地方譲与税など）+普通交付税+臨時財政対策債発行可能額

健全な財政を目指して！

県内町村平均との川俣町の財政指数の比較

収入と支出を比べ余裕の程度を示すものを「財政力指数」と言いますが、県内町村においては、大熊町、
広野町、楢葉町など電源立地町で財政力指数が良い町が全体の平均を押し上げています。ちなみに県北地
方では、桑折町は 0.50、国見町は 0.35、（平成 21 年度時点）となっています。
町においては、財政の柔軟性・支出の自由度を見る指標は悪く、財政の自由度が低いことがわかります。

　また、借金を見る指標は、県内平均よりもやや低い状況にあります。

H22 H21

指標 町 （町村平均）

財政力指数 0.37 （0.47）

経常収支比率 86.2 （84.8）

公債費比率 8.2 （9.7）

起債制限比率 7.5 （8.3）

実質公債費比率 10.3 （14.7）

■公債費比率…自治体ごとの標
準財政規模に対する、公債費
（借金）の割合。割合が高い
ほど、後年の借金の返済額が
多く、のちの財政負担となる
ため、10％を超さないことが
よいとされる。
■起債制限比率（3か年の平均）
…自治体ごとの標準財政規模
に対する公債費（借金）に充
てた一般財源の割合。

■財政力指数（3 か年の平均）
…財政の豊かさを示す。「1」
に近いほど財源に余裕がある
と見なされ、「1」を超える自
治体には、交付税が交付され
ない。
■経常収支比率…数値が低い
ほど自由に新規事業が実施で
き、高いほど決まった事業に
しか財源を支出できない。

（参考：平成 21年度）
町と県内町村平均との財政指標比較町と県内町村平均との財政指標比較

町財政の

平成 22年度決算に基づく健全化判断比率



子育て支援・高齢者福祉 （民生費 17億3
,090万9千円）

介護保険施設の緊急整備費の助成
1億 93,600 千円

自立支援給付事業費
1億 5,212 千円

子ども医療助成事業（乳幼児から中学生ま
での医療費） 42,253 千円

子ども手当支給事業
2億 29,892 千円

後期高齢者（長寿医療）医療助成費
2億 40,729 千円

東日本大震災等災害救助費
10,679 千円

学校・生涯学習 （教育費 15億4,537万2千円）

川俣中学校耐震補強工事（繰越事業）
4億 66,795 千円

スクールバス購入費
9,643 千円

富田幼稚園耐震補強工事（繰越事業）
55,220 千円

旧小島小学校跡地利用事業
83,194 千円

中央公民館ホール空調工事（繰越事業）
79,800 千円

公民館照明省エネルギー化事業費
18,520 千円

健康づくり・環境衛生 （衛生費 4億279万3千円）

公衆浴場施設整備事業補助金
1,600 千円

浄化槽設置への補助金
21,697 千円

太陽光発電システム設置補助金
1,542 千円

火葬場建設基金への積立
50,000 千円

高齢者用肺炎球菌ワクチン
1,173 千円

子宮頸がん等ワクチン接種
4,547 千円

道路・農業・商工業 （土木費 3億5,310万7千円／商工費 2億9,028万3千円／農
林水産業費 1億7,862万4千円）

道路の維持・補修
93,384 千円

西方・飯野線ほか 4路線
61,679 千円

空き店舗活用事業補助金
2,045 千円

峠の森自然公園の設置事業（繰越事業）
13,003 千円

町営住宅の補修工事
8,485 千円

産地生産力強化総合支援事業補助金
2,562 千円

消防・その他　　（消防費 2億8,262万4千円／総務費 1
4 億 4,178万円／災害復旧費8,870万5千円／公債費7億3,183万

6千円ほか）

屯所修繕工事（繰越事業）
5,308 千円

デマンドタクシーの運行（福沢・小綱木・
山木屋地区） 10,157 千円

地上デジタル放送移行支援事業費
16,072 千円

地域情報通信基盤整備事業（繰越事業）
２億 26,461 千円

携帯電話通信エリア整備事業（繰越事業）
74,841 千円

土木施設災害復旧事業
58,070 千円

☜

☜

☜

☜

☜

平成 22 年度の主なまちの事業




